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評価

Ａ～Ｃ

・都市整備局運営方針において、「継続中の公共団体施行の事業については、厳格に進捗管理を行う
とともに、法的措置の活用や事業内容の公表など、事業が遅延しないよう対策を講じながら着実な進
捗を図る。」としており、本事業の優先度は高い。
・現在、地区東エリアのまちはほぼ完成しており、平成30年度に大阪外環状鉄道の開業に合わせ地区
東エリアの都市計画道路淡路駅前線の完成を予定している。
・また、関連事業である「阪急電鉄京都線・千里線連続立体交差事業」は、平成29年度に高架切替、
平成32年度に事業完了を予定して進められており、当事業としても、連続立体交差事業の施行期間と
整合を図る必要から、平成20年度に事業計画変更を行い、平成32年度換地処分へ事業期間を変更して
きた。

１　再評価理由
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東淀川区東淡路2・4丁目、菅原5丁目、淡路3・4・5丁目の各一部

　本施行地区は、阪急電鉄淡路駅の東側を中心に沿道型の商店街が形成され、その周囲は、主とし
て、低層木造の住宅が密集する住宅地で、その殆どが老朽化した建物である。また、道路について
も、一部幅員6mの道路があるのみで、殆どが幅員4m以下の狭隘な道路で、緊急車両が進入できないほ
どの状況である。このように防災上、早急な対策を必要とする地区である。
　本事業は、阪急電鉄京都線・千里線連続立体交差事業に併せ、淡路駅周辺の交通の円滑化と安全で
快適な歩行者空間の確保、並びに、防災性の向上、健全な市街地としての整備を図るため、駅前広
場、幹線道路及び公園等の公共施設の整備改善を行うとともに、駅前街区における土地の高度利用の
促進と周辺部における良好な住宅地としての整備を図ることを目的とする。

土地区画整理事業
　○施行面積　：　8.9ha
　○都市計画道路
　　　・淡路駅前線　（幅員：16m　延長：1,146m）
　　　・阪急付属街路淡路駅前線　（幅員：6m　延長：478m）
　　　・淡路駅前交通広場　（面積：4,806㎡）
　○区画道路　：　23路線　（幅員：6～12m　延長：1,416m）
　○公園　：　2箇所　（面積：2,740㎡）

【関連事業】
　○住宅市街地整備総合支援事業（従前居住者用住宅）：平成15年7月竣工
　　敷地面積：約2,000㎡　延床面積：約8,500㎡　地上13階　地下1階　80戸（供用済み）
　○連続立体交差事業（阪急電鉄京都線・千里線連続立体交差事業）：事業中
　　約7.1km（京都線約3.3km、千里線約3.8km）
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国庫補助事業を除く事業で事業再評価した年度から5年以上が経過し、なお継続中のもの
（国庫補助事業であったが平成22年度より交付金化）

[効果項目]
・道路、公園等の公共施設整備による効果
　利便性、快適性、安全性の向上に伴う地価水準の向上便益
○土地区画整理事業における費用便益分析における計測対象
・事業実施した場合と、事業実施しない場合の地価格差に着目し、便益（ヘドニック・アプローチに
より推定される地価総額の増分）に対する費用（①事業費、②維持管理費、③公共用地増加分相当の
用地費）の比により算出する。
○街路事業における費用便益分析における計測対象
・渋滞の緩和（走行時間短縮）や交通事故の減少、走行快適性（走行経費減少）の向上、歩行者の安
全性・快適性の向上等
[受益者]
・施行地区内及び周辺地区の居住者、自動車交通の利用者

[算出方法]
　・費用便益分析マニュアル：国土交通省
　・土地区画整理事業における費用便益分析マニュアル（案）：国土交通省
[分析結果]
　街路事業費用便益比 B／C＝１．２５（総便益B：２１２億円、総費用C：１６９億円）
　土地区画整理事業費用便益比 B／C＝１．６３（総便益B：４８６億円、総費用C：２９８億円）

[効果項目]
＜当事業の効果＞
　○狭隘な連続性のない道路の解消、宅地の整形化、公共施設の整備による災害に強いまちの形成
　○土地の高度利用の促進
　○商業・業務活動の活性化の推進
　○関連事業である阪急の連立化との一体整備による都市交通の円滑化
＜土地区画整理事業の一般的な効果＞
　①防災性の向上　②生活環境の向上　③生活利便性の向上　④都市の骨格の形成　⑤土地の有効利
用　⑥良好な宅地の供給　⑦交通安全の確保　⑧登記の整理・町区域の明確化、など
[受益者]
　施行地区内及び地区周辺の居住者、自動車交通の利用者

・事業実施前の当地区の状況は阪急電鉄淡路駅の東側を中心に沿道型の商店街が形成され、
その周囲は、主として、小規模低層の老朽化した木造の住宅が密集する住宅地として利用さ
れている。防災上問題があった建物の建て詰まりを解消し、事業目的である防災性の向上を
図るとともに、連立事業と合わせて駅周辺の交通の円滑化を図ることにより、駅前商店街の
商業活動の活性化を図るなど、事業実施の必要性は高い。

事業再評価調書(2回目以降)

事 　業　 名 大阪都市計画事業淡路駅周辺地区土地区画整理事業

担　   　当 都市整備局企画部淡路土地区画整理事務所（連絡先：06-6320-9461）

図１参照 

図２参照 



①経過及び
　完了予定

②事業規模

　うち完了分

　進捗率

③総事業費

　うち既投資額

　進捗率

④事業内容の
　変更状況と
　その要因

⑤未着工
　あるいは
　事業が長期化
　している理由

⑥コスト縮減や
　代替案立案の
　可能性

⑦事業の実現
　見通しの評価

評価

  Ａ

評価

  Ａ

評価

  Ａ

６　特記事項

７　対応方針
　（原案）

　防災性の向上及び駅周辺の交通の円滑化など、事業実施の必要性が極めて高く、連立事業
とも緊密に連携し計画的に事業を推進していくこととしており、事業完了までのスケジュー
ルも明確であることから、評価は「事業継続（A)」とする。
　平成30年度には地区東エリアの都市計画道路淡路駅前線の完成、高架切替後に地区西エリ
アのまちの整備を行い、平成32年度の換地処分を目指し、引き続き連続立体交差事業と連携
し、事業の効率的実施を図っていく。

施行面積　　：8.9ha
街路排水　　：3,036m
街路築造　　：3,040m
建物移転戸数：915戸

-
建物移転：71.3％
街路排水：27.0％
街路築造：38.2％

建物移転：95.7％
街路排水：48.5％
街路築造：58.3％

- 61.68%

事業開始時点
（平成6年12月）

前回評価時点
（平成21年9月）

今回評価時点
（平成26年7月）

都市計画決定　：平成6年度
補助採択年度　：平成7年度
事業計画決定　：平成8年度
着工年度　　　：平成8年度
仮換地指定　　：平成13年度
換地処分予定　：平成21年度

都市計画決定　：平成6年度
補助採択年度　：平成7年度
事業計画決定　：平成8年度
着工年度　　　：平成8年度
事業計画変更　：平成14年度
仮換地指定　　：平成14年度
事業計画変更　：平成19年度
事業計画変更　：平成20年度
換地処分予定　：平成32年度

-

・コスト縮減については、道路工事における使用材料の見直し等による工事費の縮減を図るととも
に、事業の計画的・効率的な進捗による経費の低減に努める。

・現在の事業状況としては、建物移転率95.7％と進捗し、今後、平成30年度の大阪外環状鉄
道の開業に合わせるべく、地区東エリアの都市計画道路淡路駅前線の完成を予定しており、
地区西エリアのまちの整備については、連立事業による鉄道の高架切替後に着手し、平成32
年度に完成、換地処分を行う見込みである。
・当地区の土地区画整理事業と阪急電鉄京都線・千里線連続立体交差事業は、互いの事業進
捗に大きく影響を受けることから、引き続き緊密な連携を図りながら事業を進めていく。

・公共施設の設計変更に伴い、資金計画の見直しを行った。（近年続いた地価の下落により、減歩緩
和用地の取得費が当初見込みを下回ったことが、事業費を減額した大きな要因となっている。）
・当事業と関連して同時に実施されている阪急電鉄京都線・千里線連続立体交差事業（工事延長約
7.1km）の事業工程と整合を図る必要から、平成20年度に事業期間の見直しを行った。

・当事業と関連して同時に実施されている阪急電鉄京都線・千里線連続立体交差事業は、今後、平成
29年度高架切替、平成32年度事業完了を予定して進められており、土地区画整理事業としても、連続
立体交差事業の事業工程との整合を図る必要から、平成20年度に事業計画を変更し、平成32年度換地
処分へ事業期間の見直しを行った。
・当事業は地区内の建物の殆どが要移転建物になっているが、権利関係の輻輳や玉突き移転などによ
り建物移転協議に時間を要してきた。

396億円 368億円 368億円

５　事業の優先度
　　の視点の評価

[重点化の考え方]
　都市整備局運営方針における取組として、「厳格に進捗管理を行うとともに、法的措置の
活用や事業内容の公表など、事業が遅延しないように対策を講じながら着実な進捗を図
る。」としており、「事業が長期化しないよう着実に実施すること」としていることから事
業の優先度は高い。

[事業が遅れることによる影響]
　連立事業と連携して事業が計画的に完了しない場合、駅周辺の交通の円滑化が図れず影響
が出る。

都市計画決定　：平成6年度
補助採択年度　：平成7年度
事業計画決定　：平成8年度
着工年度　　　：平成8年度
事業計画変更　：平成14年度
仮換地指定　　：平成14年度
事業計画変更　：平成19年度
事業計画変更　：平成20年度
事業計画変更　：平成25年度
換地処分予定　：平成32年度

施行面積　　：8.9ha
街路排水　　：2,600m
街路築造　　：2,939m
建物移転戸数：926戸

施行面積　　：8.9ha
街路排水　　：3,036m
街路築造　　：3,040m
建物移転戸数：926戸

227億円 305億円

82.88%

- 45.5％（三者ベース） 67.5％（三者ベース）
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図３・４・５参照 

図６参照 


